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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、小学校教員の経験則による支援方法を身体緊張緩和法として、その
効果を生理学的心理学的手法で実証的に探り、さらに他の小学校教員によるスキルとしての継承の可能性を検討
することにあった。研究方法は、複数の小学校教員が、学童期の発達障害児等を対象にし、彼らの身体緊張の状
態を生理学的心理学的指標で包括的に実態把握し、身体緊張緩和法を介入させ、その前後の値を実証的に検討し
た。その結果、統計上の有意差は限定的であったが、ある程度の効果と継承性があると考えられた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to empirically explore the effects of physical 
tensions with physiological and psychological approach using the support method based on empirical 
rules of the elementary school teacher as a method for relieving physical tensions, and to 
investigate the possibility of succession as a skill by other elementary school teachers. The 
research method is that multiple elementary school teachers target children with developmental 
disabilities during their school years, comprehensively grasp their physical tensions status with 
physiological and psychological indicators, intervene in a method for relieving physical tensions, 
and the values before and after were examined empirically. As a result, although the statistically 
significant difference was limited, it was considered to have some effect and inheritance.

研究分野：特別支援教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、発達障害児等の身体緊張の実態について、自律神経活動（心拍数・心拍標準偏差）、筋
硬度計によるで両肩の筋の状態、生理的ストレス反応（唾液アミラーゼ活性値）、そして心理的ストレス反応
（小学生用ストレス反応尺度「無気力・不機嫌・不安」）として、包括的多面的に明らかにした点があげられ
る。またその社会的意義は、複数の小学校教員が、身体緊張緩和法を研修し発達障害児等に対して実践した結
果、ある程度の効果を確認できたことから、この方法がスキルとして継承可能であると実証したことにあった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、発達障害等のある児童の粗大運動、微細運動、協調運動、姿勢や身体バランス等に 困
難を有する身体関連の問題及びその対応についての実証的研究の報告が散見されるようになっ
た(柳元他 2014 等)。一方で医療や教育等の現場でよく観察される発達障害等のある児童の身体
緊張及びその対応について、臨床的知見は 確認されるが(栗本 2014)、実証的研究報告はみられ
ない。 そのため、彼らが身体緊張の状態であったならそれに気づき、それを自身で制御できる
方法を開発するための研究プロジェクトを立ち上げた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、発達障害児等の身体緊張の実態について明らかにした上で、児童の特性に応じた
「身体緊張緩和法」を開発し、その有効性について検証すると共に、複数の教員がこの方法をス
キルとして継承可能かについても検討することが目的である。 
 
３．研究の方法 
（１）検査プロトコル 
検査プロトコルを図１に示した。これは、定型発達児
（体操クラブに所属する 15名（男子 5名、女子 10名）、
平均年齢 9.93（SD=1.43））を対象にしたものであったが、
発達障害児等（小学校発達障害通級指導教室に通う児童
16名（男子 15名、女子 1名）、平均年齢 9.43（SD=1.03））
を対象にしたものもこれに従った。定型発達児の調査実
施期間は、2017年 9月から 10月、発達障害児等のそれ
は、2016年 12月から 2017年 3月であった。他の研究
計画等については、下記の研究成果で説明した。 
児童の身体緊張状態を測定するために４つの指標を設
定した。それらは、パルスアナライザープラスビュー
「TAS9VIEW」(YKC 社製)で自律神経活動（心拍数・心拍
標準偏差）、筋硬度計 NEUTONE TDM-N1(トライオール社
製)で両肩の筋の状態、唾液アミラーゼモニター等(ニプ
ロ社製)で生理的ストレス反応（唾液アミラーゼ活性
値）、そして小学生用ストレス反応尺度「無気力・不機
嫌・不安」  (佐藤・相川 2005)で心理的ストレス反応 
であった。得られたデータは、統計的に処理した。     図 1. 検査プロトコル 
 
（２）身体緊張緩和法の実際 
図 2に、身体緊張緩和法の実際について示した。No.0 は、腕の脱力が表出できず、棒状にな 
っていることを表している。No.1 から No.7 は、身体緊張緩和法の進め方である。本研究では、
この進め方で展開し、３つの計画を立て実施した。１つ目は、小学校通級指導教室担当者の１名
が、定型発達児と発達障害児等を対象にこの方法の有用性について検討した。２つ目は、小学校
通級指導教室担当者の３名が、通級指導教室利用児童を対象に実施し、この方法の有用性と継承
性を検討した。３つ目は、小学校通級指導教室担当者の１名が、通級指導教室利用児童１名を対
象にした事例研究を実施した。２つ目と３つ目の研究計画では、通級指導教室の通常の授業（自
立活動）の中に、身体緊張緩和法を取り入れ実施し、研究手続きは、検査プロトコルに従った。 
いわば踏み台昇降運動と PC 作業の代わりに、通常の通級指導教室の授業をあてた。 
 
（３）倫理的配慮 
本研究実施にあたり、１つ目の研究計画は、「平成 28年度第一回北翔大学大学 院・北翔大学・
北翔大学短期大学部研究倫理審査委員会」の承認、A 市内 B 小学校校長及び通級指導教室教諭、
F総合型地域スポーツクラブ内こども体操教室責任者の研究協力を得た。２つ目と３つ目の研究
計画は、A 市内 B 小学校校長の承認、複数の通級指導教室教諭による研究協力を得た。そして、
全ての研究協力児童に対して研究の趣旨、内容、それに伴う危険性について事前に口頭で説明し、
保護者に対しては書面にて十分な説明を行い、同意書に署名してもらった。 
 



図２.身体緊張緩和法の実際 
 
４．研究成果 
（１）身体緊張緩和法の有用性 
１）発達障害児等の場合 
身体緊張緩和法の効果に関する主な検査結果を、図 3から図７に示した。全体的傾向として、
有意差等は認められなかったが、踏み台昇降運動と PC 作業の２つの状況設定のいずれにおいて
も、その効果をある程度示す結果になったと考えられた。すなわち、図 4と図 5を除いて 1回目
よりも 2 回目の測定値が減少する傾向にあり、さらに 2 回目よりも 3 回目の測定値が減少する
傾向にあった。図 3では、心拍数の減少傾向が認められたことで、わずかであるが副交感神経が
機能した可能性や、図 6 は、両肩の筋の状態が、踏み台昇降運動ではほとんど変化がなかった
が、PC 作業では軟化した可能性、また図 7 のストレス反応テストの減少傾向により、主観的に
身体緊張緩和法の効果を実感した可能性などが示唆された。図 4は、心拍標準偏差の上昇傾向が
認められたことから、自律神経活動が活性化した可能性が考えられた。また図 5は、唾液アミラ
ーゼ活性値が身体緊張緩和法の実施後に上昇したことにより、これも自律神経活動が活性化し
た可能性が考えられた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図３】 【図４】 

【図 5】 【図 6】 

【図 7】 



２）定型発達児の場合 
身体緊張緩和法の効果に関する主な検査結果を、図 8から図 12に示した。全体的傾向として、
有意差等は認められなかったが、踏み台昇降運動と PC 作業の２つの状況設定のいずれにおいて
も、その効果をある程度示す結果になったと考えられた。すなわち、図 9と図 10 を除いて 1回
目よりも 2 回目の測定値が減少する傾向にあり、さらに 2 回目よりも 3 回目の測定値が減少す
る傾向にあった。このことは、前述した発達障害児等の身体緊張緩和法の効果と同様の傾向であ
ったと考えらえる。図 8では、心拍数の減少傾向が認められたことで、わずかであるが副交感神
経が機能した可能性や、図 11 は、両肩の筋の状態が、踏み台昇降運動と PC作業とも軟化した可
能性、また図 12 のストレス反応テストの減少傾向により、主観的に身体緊張緩和法の効果を実
感した可能性などが示唆された。図 9について、踏み台昇降運動ではその値にほとんど変化がな
かったが、PC 作業では、心拍標準偏差の上昇傾向が認められた。定型発達児は体操クラブに所
属しており、今回の踏み台昇降運動では彼らにとって運動強度が低かったことが推測される。し
かし、PC 作業では、心拍標準偏差の値が上昇していたので、自律神経活動が活性化した可能性
が考えられた。最後に図 10 は、唾液アミラーゼ活性値の傾向が、踏み台昇降運動と PC作業では 
明確に分かれた。その要因としては、運動後による身体緊張緩和法が、リラクゼーションの機能
を果たした可能性と、唾液アミラーゼ活性値は人の嗜好によって影響がある可能性もあるとさ
れるため、PC 作業が定型発達児の嗜好に影響を与え、その後に身体緊張緩和法を実施したので、
自律神経活動が活性化した可能性が考えられた 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）身体緊張緩和法の継承性 
対象は、小学校発達障害通級指導教室を担当する教員 4 名(男性 1 名、女性 3 名)、平均年齢
45 歳(SD =1.7)、平均教員歴 24 年(SD =1.7)、通級指導教員歴 11 年(SD =8.8)であった。各担当
者が対象にした児童は、当教室に通う男子児童 6名、平均年齢が 10歳(SD =0.89)であった。本
研究を実施する前に、教員 4名には、研究手続きを含めて身体緊張緩和法を詳細に研修してもら
った。4名のうち 3名(A、B、C)の教員が取り組んだその効果を調べた(1名の教員に関しては、
都合により辞退)。6名の児童のうち、Aが 3名、Bが 2名、Cが 1名をそれぞれ担当した。実施
期間は 2017 年 2月から 3月であった。身体緊張緩和法の実施時間は、通常の授業の中で可能な
ので 12 分間を設定した。得られた結果のデータ分析から、実施時間の要因が、身体緊張緩和法
にとって重要な要素になる得ることが示唆された。また、身体緊張緩和法が、身体面と心理面の
両者に効果的であることを、定量的に明らかにできたことの意義は大きいと思われる。なぜなら、
このスキルを継承する際に、教員にその効果のわかりやすさを促す契機になると考えられるた
めである。さらに、3名の教員による身体緊張緩和法の実施において有意差等を確認できたこと

【図 8】 【図 9】 

【図 11】 

【図 10】 

【図 12】 

【図 11】 

心拍数：平均値と標準偏差 心拍標準偏差：平均値と標準偏差 

筋硬度計：平均値と標準偏差 



は、継承性の可能性が示された。 
 
（３）身体緊張緩和法による事例研究 
本研究では、身体緊張緩和法を継承した小学校通級指導教室（言語障がい・発達障がい）
教諭が、担当している児童１名に対してこれを実践し、その成果等をまとめて報告した。対
象児童は、小学校入学時から通級指導教室を利用していた本児 A（男子）で、身体緊張緩和法
を通級指導教室で受けた当時は小学校４年生であった。本児 Aの課題は、入学時から「コミュニ
ケーションが苦手」や「構音障害」であった。身体緊張緩和法を授業に採用した初回は、小学校
４年生の 3 月で、それから９ヶ月後の小学校 5 年生になった 8 月まで、計６回の身体緊張緩和
法を自立活動の一つとして実施し、各時間は 12 分間であった。初回と第６回目に、身体緊張緩
和法の効果を検査プロトコルの基本に従って実施した。また、通級担当者による観察による指導
記録も分析の対象にした（紙面の都合で、ここでは提示しない）。得られた結果のデータ分析か
ら、上述した定型発達児を対象とした身体緊張緩和法の効果研究の結果と比較すると、本児Ａの
初回時に得られた生理的・心理的データは、定型発達児とは異なる傾向であったが、６回目のそ
れらは、定型発達児と同じような傾向を示すようになったと考えられた。身体緊張緩和法介入前
後における通級指導教室等での本児Ａの変容は、通級担当者の観察結果が、生理的・心理的指標
を取り入れることで、可視化されたと思われる。さらに、通級担当者による観察を中心とした報
告に、生理的・心理的データを加味し分析したことは、身体緊張緩和法の効果に関して、多面的
に検討できたという意味で有意義であったと思われる。 
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